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Unternehmens- und Gesellschaftsrecht in Deutschland （12）
日独比較企業法研究会
（代表　丸　山　秀　平）
有限責任保証私会社（Private Company Limited by guarantee） 
のドイツ商業登記簿への登記申請の可否
Über die Frage, inwieweit eine englische Private Company Limited 
by guarantee ihre Zweigniederlassung in Deutschland beim 
Handelsregister zur Eintragung bringen kann
丸　山　秀　平＊
1．は じ め に
　本稿は，保証有限責任私会社（Private Company Limited by guarantee）
というイギリスの法形式が， ドイツ商法典13e 条による外国に所在地
（Sitz）を有する資本会社としてドイツにおける支店（Zweigniederlassung）
を商業登記簿に登記することが出来るかという問題に対して，肯定する判
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断を下したドレスデン上級地方裁判所第17民事部2016年 ₁ 月25日決定1）を
素材として，関連するドイツ法を中心としつつ，一部イギリス会社法に関
連した法律問題を取り扱うものである2）。
2．ドレスデン上級地方裁判所決定
⑴　事実の概要
　W に所在地を有する B…. LTD. は，イギリスの商業登記簿（Companies 
House in Cardiff） に会社番号…で登記されている。 会社契約の日付は
2015年 ₉ 月23日であり，同契約は保証有限責任私会社の模範定款に基づい
ている。右会社は引受け済み資本なき会社であり，社員の（保証）責任は
₁ ポンドに制限されている。（イギリスの定款に掲げられた）同社の事業
目的は「経済，文化，学問，教育，宗教，福祉もしくは商工業の推進また
は調整および事業目的の達成のために有用かつ有効なあらゆる活動」であ
る。会社の利益は事業目的の推進のためにのみ使用される。同社は，ドイ
ツ市場での事業活動の受け容れのためにドイツにおける支店を設置し，法
律上の基準に従い，ドイツ商法典（HGB，以下「商法典」とする。）13e
条により，この支店をドイツの商業登記簿に登記しようとしていた。
　同社の支店の設置に係る登記のために，公証人を通じて提出された登記
申請に際して，商法典13d 条により必要な申請事項および添付事項の全て
が含まれていた。とりわけドイツで活動する支店の事業目的は，「自己ブ
ランドの自転車，自転車部品，自転車アクセサリィ，衣服，スポーツ用
品，自転車修理に係る小売業」とされていた。
　管轄登記裁判所は，前記申請の受理後，右申請を拒絶する意向を伝え
た。
1）　OLG Dresden 17. Zivilsenat, Beschluss vom 25. 01. 2016, 17W27/16, GmbHR, 
484─486.
2）　本稿は，2017年 ₄ 月22日に開催された日独比較企業法研究会での報告に基づ
くものである。
ドイツにおける企業法・会社法（12）
183
　前記登記裁判所が，拒絶の理由として掲げていたことは，保証有限責任
私会社は何ら有限会社ないし株式会社と比較可能な会社形式ではなく，そ
れ故，その支店は商業登記簿 B に登記されることはできないということ
である。とりわけ当該会社が基礎資本（Grundkapital）ないし基本資本
（Stammkapital）の装備を欠いていることは，そのイギリスの会社形式が
商法典13e 条の意味における資本会社（Kapitalgesellschaft）と比較可能な
法形式ではないことを示す標識である，また，社員は，解散ないし支払不
能の場合に限られた範囲で会社の債務に対し責任を負うにしか過ぎないこ
とも理由とされていた。
　更に，前記登記裁判所によれば，支店の申請によってイギリスの会社法
の規定は潜脱されてしまう，何故ならば，保証有限責任私会社は，利益獲
得の目的に向けられたものではない会社形式であり，まず以て公益目的が
求められている， これに対して， 支店の目的は事業経営（Geschäftsbe-
trieb）に向けられているとされていた。
　支店の申請の拒絶に対し，申請を担当した前記公証人は，前記登記裁判
所の所論とは異なり，保証有限責任私会社はイギリス法上の資本会社であ
り，それ自体，商法典13e 条によりドイツで支店を設置し登記することが
できると主張した。前記公証人によれば，とりわけ以下の観点がその理由
とされている。すなわち，問題となっているのは，イギリス法により法人
格を有する会社であり，その利益について法人税が課せられる団体（Kör-
perschaft）である。会社の責任は，各社員ごとユーロに換算すると ₁ ユー
ロ40セントの責任額に加え，利益から成り立っている会社の自己資本額に
限定されている。更に，社員以外の（他者）業務執行者も認められてい
る，このことは，問題となっている会社が，人的会社ではなく資本会社と
して組み入れられるとの標識であるとされる。
　加えて，前記公証人によれば，保証有限責任私会社の場合には，利益が
定款に適った公益目的のためだけに使用される場合であっても，一貫して
利益獲得の目的が存しており，このことは，ドイツの支店の事業目的とも
矛盾していないとされる。
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　2015年11月25日，前記登記裁判所は，前記の所論の内容を繰り返し，申
請を拒絶した3）。 そこで補足的に述べられたのは， ドイツ商業登記法
（HRV4））43条 ₃ 号により基礎資本ないし基本資本の登記が義務付けられ
る点であった5）。すなわち，外国の支店は登記法上国内の本店（Hauptnie-
derlassung）と同様に取り扱われなければならないので，商業登記法が適
用されるべきである，株式有限責任私会社の場合とは異なり，保証有限責
任私会社の場合は何ら基本資本は形成されていない，社員は会社に対し何
らの持分も有していない，社員は支払不能の場合に一定額の限度で責任が
あるにしか過ぎない，成程，利益は準備金に算入される，しかしその場合
に引受け済み資本は問題とならない， この会社形態は， 例えば， 社団
（Verein）のような，利益に振り向けられていない事業の場合に適用され
る一つの特別な形式である，持分のないこと，利益配当ができないこと，
その他の（特に財務上の）枠組み条件からして，この会社形式はドイツの
社団により近く，ドイツの資本会社ではないとしたのである。
　このような経緯を経て，2015年12月29日関係人による抗告がなされた
後，2016年 ₁ 月 ₅ 日の決定によって前記登記裁判所は本件を判断のため当
部局に提示した。
⑵　決定の内容
a）抗告の認容
　ドレスデン上級地方裁判所（以下「上級地方裁判所」とする。）民事第
17部は，イギリスの保証有限責任私会社の支店のドイツの商業登記簿への
登記について，前記登記裁判所の2015年11月25日の決定6）を破棄し，イギ
3）　AG Chemnitz, Beschluss vom 25. 11. 2015, Az.: 93 AR1030/15.
4）　Handelsregisterverordnung vom 12. August 1937 (RMBl 1937, 515).
5）　ドイツ商業登記法43条 ₃ 号によれば，株式会社，SE（ヨーロッパ会社），株
式合資会社の場合は，基礎資本，有限会社の場合は，基本資本，相互保険会社
の場合は，設立基金（Gründungsfonds）の額が第 ₃ 段（Spalte 3）に記載され
なければならない。
6）　AG Chemnitz, a.a.O. (Fn. 3).
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リスの保証有限責任私会社の営業所（Niederlassung）は，登記法上，ド
イツの有限会社と同等であり，従って，同じ取扱いを受けるべきとの判断
を下した。
b）イギリス国家会社法の評価
　上級地方裁判所が，その論証においてまず拠り所としていたのは，イギ
リスの会社法の規定である。2006年イギリス会社法（Companies Act 
2006）（以下「2006年会社法」とする。）によれば保証有限責任私会社は資
本会社である。2006年会社法は，公開会社（Public Company）と私会社
（Private Company）とを区別しており，その際，前者はドイツの株式会社
（AG）に，後者はドイツの有限会社（GmbH）に比すべきものとされてい
る。この私会社に属するものは，ドイツの有限会社との比較可能性が広く
認められている株式有限責任私会社，保証有限責任私会社および無限責任
会社（Unlimited Company）である。2006年会社法は，これらの会社形式
間で資本会社としての組み入れの可能性について異なった取扱いをする内
容を何ら含むものではない（Bayer in Lutter/Hommelhoff, GmbHG, 18. 
Aufl., Anh II zu §4a Rn. 2; Fleischer in Münchener Kommentar, GmbHG, 2. 
Aufl., Einl. Rn. 246; Riedemann GmbHR 2004, 345 [346] Fn. 12）7）。
c）ヨーロッパ法の評価
　上級地方裁判所の見解によれば，保証有限責任私会社を株式有限責任私
会社と異なった取扱いをすることはヨーロッパの法規定からも導かれない
とされた。
　ヨーロッパ法上，保証有限責任私会社は，（株式有限責任私会社と全く
同様に）有限会社と同じものと位置付けられている。会社法分野に関する
1989年12月21日の第12指針（いわゆる「一人会社指針（Einpersonengesell-
schaftsrichtlinie）」ABl. L395 vom 30. 12. 1989, S. 40─42）1 条では，規制に
7）　OLG Dresden 17. Zivilsenat, a.a.O. (Fn. 1), Rn.14. なお，イギリス2006年会社
法については，イギリス会社法研究会（代表，川島いずみ）による解説（「イ
ギリス2006年会社法」（1）─（15）完，比較法学41巻 ₂ ・ ₃ 号，42巻 ₂ ・ ₃ 号，43
巻 ₁ ─ ₃ 号，44巻 ₁ ─ ₃ 号，45巻 ₁ ─ ₃ 号，46巻12号）参照。
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該当する各加盟国の会社形式が個別的に掲げられている。ドイツについて
そこに掲げられているのは有限会社であり，イギリスについては株式有限
責任または保証有限責任（Limited by shares or by garantee）という私会
社である。最後に掲げられた二つの会社形式は，（それ以上の違いなく）
有限会社と同様に扱われている。また，いわゆる第 ₁ 開示指針（Publizi-
tätsrichtlinie）（68/151/EWG (ABl. L 65 vom 14. 03. 1968, S. 8─12)）8）との関
係で，標準的な開示義務が有限会社と同様，上掲の二つのイギリスの会社
形式にも適用されている。 右指針を引き継いだ2009年 ₉ 月16日の指針
（2009/101/EG）1条は，イギリスについて組み入れられる会社として有限
責任を伴って設立された会社（companies incorporated with limited liabili-
ty）を挙げている。この有限責任を伴った会社には保証有限責任私会社も
入る（vgl. Staub, HGB, 5. Aufl., - zitiert nach juris Rz. 6, 12, Fn. 12/13; fer-
ner BSG, Urteil vom 27. 02. 2008, Az. B 12 KR 23/06 R - in juris Rz. 32）9）。
それと共に，イギリスの有限責任私会社は2006年会社法下でのイギリス法
の枠内では，権利能力あるものと認識されている（vgl. Schmidt-Leithoff 
in Rowedder/Schmidt-Leithoff, GmbHG, 5. Aufl., §4a Rn. 63）10）。
d）ヨーロッパの判例の評価
　ヨーロッパの法状況の自己の論述の補完として前記部局（民事第17部）
は，その理由のなかでヨーロッパ領域における判例を引き合いに出してお
り，ヨーロッパ最高裁（EuGH）の重要な判決を引用している。すなわち，
ヨーロッパ最高裁が多くの基本となる判決から明らかにしてきたことは，
実際に加盟国で設立され，それが設立された国において権利能力あるもの
8）　第 ₁ 開示指針は， 第11指針（いわゆる支店（開業） 指針 (Zwiegniederlas-
sungsrichtlinie)）（89/666/EWG (Abl. L 395 vom 30. 12. 1989, S. 36─39)）が右第
₁ 指針を引き合いに出していたものの，そうこうするうちに2009年 ₉ 月16日の
指針（2009/101/EG）にとって代わられてしまった（ABl. L 258 vom 01. 10. 2009, 
S. 11─19）（OLG Dresden 17. Zivilsenat, a.a.O. (Fn. 1), Rn. 15）。
9）　OLG Dresden 17. Zivilsenat, a.a.O. (Fn. 1), Rn. 15.
10）　OLG Dresden 17. Zivilsenat, a.a.O. (Fn. 1), Rn. 15.
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として認識されている資本会社はドイツにおいてもそのようなものとして
認識されるべきであるということである（EuGH, Urteil vom 09. 03. 1999 - 
Centros- ZIP 1999, 438; Urteil vom 05. 11. 2002 - Überseering BV/NCC - ZIP 
2002, 2037; Urteil vom 30. 09. 2003 - Inspire Art - ZIP 2003, 1885; Wachter 
ZNotP 2005, 122 ff.）11）。このことから，2006年会社法で同等に定められて
いる，一方における株式有限責任私会社と他方における保証有限責任私会
社とを区別することは，ヨーロッパ最高裁の判例からすると，出来ないこ
とが明らかである。
e）ドイツの判例の評価
　上級地方裁判所の評価によれば，ヨーロッパ最高裁と別の考えがドイツ
の判例からも引き出されないとされる。
　まず，多くの決定で裏付けられていることは，登記法上，イギリスの株
式有限責任私会社とドイツの有限会社とを同等とすることは一致して認識
されていることである。ドイツの支店の登記に該当する法廷地の法は商法
典13d，13e，13g である（OLG Frankfurt, Beschluss vom 03. 02. 2015 - 20 
W 199/13 - in juris Rz. 19; Beschluss vom 19. 02. 2008 - 20 W 263/07 - in juris 
Rz. 12; Beschluss vom 29. 12. 2005 - 20 W 315/05 - in juris Rz. 5; KG Berlin, 
Beschluss vom 18. 11. 2003 - 1 W 444/02 - in juris Rz. 12; OLG Hamm, Be-
schluss vom 12. 02. 2008 - 15 W 359/07 - in juris Rz. 18）12）。
　さらに，ドイツの裁判所の決定の多くは，イギリスの有限責任私会社と
11）　OLG Dresden 17. Zivilsenat, a.a.O. (Fn. 1), Rn. 16. なお，「Centros」判決に関
し，山内惟介「ヨーロッパ国際会社法における“セントロス社事件”判決につ
いて─ヨーロッパ裁判所一九九九年三月九日判決の検討」法学新報109巻11・
12号101頁。同論文では，本件判決においても，また両当事者の主張にあって
も，「デンマークがセントロス社の支店開設登記申請が居住移転の自由の濫用
にはならない」，「支店開設の自由の行使を阻害する」「最低資本金払込みに関
する有限責任会社の義務」など本件判決を支えるそれぞれの法的評価を基礎づ
ける法律構成がほとんどといってよいほど明らかにされていないとして，同判
決に対して批判的な評価が示されている（山内，前掲143頁）。
12）　OLG Dresden 17. Zivilsenat, a.a.O. (Fn. 1), Rn. 20.
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いう様々な法的形成物のなかで区別をしていない，若しくは，有限責任私
会社を株式または保証有限責任私会社という共通の表題のもとに取り扱っ
ている（OLG Köln, Beschluss vom 25. 09. 2012 - 2 Wx 184/12 - in juris Rz. 
14; ansonsten BGH, Beschluss vom 07. 05. 2007 - II ZB 7/06 - in juris Rz. 6; 
OLG München, Beschluss vom 04. 05. 2006 - 31 Wx 23/06 - in juris Rz. 5; 
OLG Hamm, Beschluss vom 21. 07. 2006 - 15 W 27/06 - in juris Rz. 21）13）。
このことから上級地方裁判所は，ドイツの判例のなかではこの二つの法形
式を一般的に同等のものと認めていると結論付けている。
f）全体的評価
　（とりわけヨーロッパの）法状況および判例に関し述べられた結果に基
づき，前記部局（民事第17部）は有限会社との比較可能性がないとして登
記裁判所によってなされた本件申請の拒絶は正当ではないとする。
　以上の結論を支えているのは，イギリスの株式有限責任私会社と保証有
限責任私会社との違いはそれほど大きいものではないという基本的な評価
である。「株式」有限責任私会社について成程2006年会社法はその社員に
少なくとも ₁ 個の持分を引受ける責任を課している。しかしながら法律上
の最低資本は定められていない。 ₁ ペンスの価額 ₁ 株だけの設立も可能で
ある。また出資の実際の調達はドイツ法によるよりもそれほど厳格でない
規制に服している。とりわけ役務給付による現物出資が考慮されている。
見積もられる義務からの解放は金銭出資で間に合わせられる。最終的に有
効な価格維持のコントロールはなされていない。ドイツの理解によれば，
基本資本によって生ずる会社債権者に対する担保機能は株式有限責任私会
社についても非常に限定されている。当部局は，これに関して保証有限責
任私会社との大きな違いを確認することはできない。この有限責任の形式
は，会社債権者のために社員に課しているのは一定額（本件では ₁ ポン
ド）である。有り得べき債権者からの請求の可能性は同じやり方で制限さ
れている（vgl. Fleischer, aaO., Rn. 249; Bayer, aaO., Rn. 11; Wachter, aaO., 
13）　OLG Dresden 17. Zivilsenat, a.a.O. (Fn. 1), Rn. 21.
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S. 140; die Begrenztheit der Haftung in beiden Varianten schildert auch die 
vom Amtsgericht zitierte Fundstelle in Süß/Wachter, Handbuch des interna-
tionalen GmbH-Rechts, 2. Aufl.）14）。
　会社の登記能力に関して基本資本が重要性を失っていることがこれを超
えて更に有限会社法5a 条の有限責任事業会社（Unternehmergesellschaft）
の採用の裏付けとなっている15）。
　前記登記裁判所の残余の評価は申請の拒絶を正当化するものではない。
既に述べたように保証有限責任私会社は資本会社と同等であり，それ故，
社団登記法上ではなく商業登記法上の基準に該当するものである。この点
で「本店」の事業目的は何ら変更されない。いずれにせよ前記登記裁判所
はこれについてこれ以上調査する必要はない。資本会社への組み入れが明
らかであるが故に，イギリス会社法の回避がないことも明らかである16）。
　結果として，関係人は登記能力があり，他の登記の障害について前記登
記裁判所は述べておらず，当部局の調査によっても障害は存しない。関係
人の登記は商法典13d・e・g 条および商業登記法40条・43条に則っており，
その場合，第 ₃ 段（ドイツ商業登記法43条 ₃ 号）では基本資本「0（ゼロ）」
として登記され，第 ₆ 段下段 b 欄では社員の保証責任は ₁ ポンドまでと
して引受けられ得る17）。
3．前提となる法状況
　前記 ₂ ．で示した上級地方裁判所決定に至るドイツおよびイギリスの法
状況を以下に確認して見たい。具体的にいえば，⑴ドイツ法上の「支店」
の概念は，商法典との関係で，どのように理解されているのか，⑵外国で
設立された会社の支店をドイツで開設するための登記申請は，ドイツ法
14）　OLG Dresden 17. Zivilsenat, a.a.O. (Fn. 1), Rn. 23.
15）　OLG Dresden 17. Zivilsenat, a.a.O. (Fn. 1), Rn. 24.
16）　OLG Dresden 17. Zivilsenat, a.a.O. (Fn. 1), Rn. 27.
17）　OLG Dresden 17. Zivilsenat, a.a.O. (Fn. 1), Rn. 28.
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上，どのような規定に則って行われるのか，⑶イギリス法上の保証有限責
任私会社に関する，イギリス会社法上の取扱いはどうなっているか，とい
う諸点である。
⑴　ドイツ法上の「支店」の概念
　ドイツ法上，支店は，企業全体の（法的に）非独立の一部分であるとさ
れる18）。支店が独立した企業と異なるのは，それが固有の企業主体（Un-
ternehmensträger）を有していないことによる。ある自主的な権利者が自
由にできる企業領域は何ら支店ではない。彼が他の企業主に経済的に従属
する立場に立っているかあるいはその企業主が相当程度前記権利者に参加
している場合であっても，当該領域について固有の企業主体がなければ，
当該領域は支店に留まるのである19）。
　一個の企業の一部を分割することで，その組織的な独立性によって支店
が区別されることになる。支店が売却され，固有の企業主体を得たとすれ
ば，それは独立の本店として存続し得ることになる。この意味において，
支店は，独立の企業と営業の一部門との「中間形態（Zwischenform）」で
ある20）。
　また，支店は，事実上，企業主体の活動の一つ別の中心点（ein weite-
rer Mittelpunkt），その限りで一つの「分離された部局 abgezweigte Stelle」
とされる21）。その支店は事実上，企業の本店と同種の活動，すなわち，少
なくとも企業目的の一部とされる活動を行っている。
　「支（Zweig）」店（営業所 Niederlassung）の概念と「本（Haupt）」店
の概念との関係は柔軟である。登記法は「本店」という概念と並んで「所
18）　Pentz, in: Ebenroth/Boujong/Joost/Strohn, Handelsgesetzbuch 3. Auflage 
2014, §13 Rn. 22, Preuß, in: Oetker, Kommentar zum Handelsgesetzbuch 4. Aufl. 
2015 §13 Rn. 8.
19）　Pentz, a.a.O. (Fn. 18), Rn. 22, Preuß, a.a.O. (Fn. 18), Rn. 8.
20）　Pentz, a.a.O. (Fn. 18), Rn. 22, Preuß, a.a.O. (Fn. 18), Rn. 9.
21）　MüKoHGB/Krafka, 2. Aufl. 2005, HGB 13 Rn. 8, Preuß, a.a.O. (Fn. 18), Rn. 10.
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在地（Sitz）」という概念を認識している。商法典13h 条では，一方におけ
る個人商人または商法典33条の意味における法人の「本店」と，他方にお
ける商事会社の「所在地」とを区別している22）。この本店の移転もしくは
所在地の移転にとって基準となる区別は，支店の反対概念としての本店の
定めにも影響を及ぼしている。問題となるのは，企業の主な登録（登記）
が何処の場所でなければならないかという点である。この意味における本
店の所在地とは，登記管轄が及ぶ場所である。登記裁判所の管轄のための
接点となるのが本店および所在地なのである23）。
⑵　外国に所在地を有する企業主体のドイツにおける支店の登記
　企業主体が，ドイツ国内の登記法の裁判管轄のない外国法の企業主体で
ある場合，ここで問題となるのは，商法典13d 条以下の意味における外国
の本店または外国に本拠地を有する企業主体のことである。この場合，支
店の登記は商法典13条ではなく，専ら，商法典13d 条以下24）に則ってなさ
22）　商法典13h 条は，以下の通りである。
　　13h 条　国内における本店所在地（Sitz einer Hauptniederlassung）の移転
　　⑴　国内における個人商人または法人の本店もしくは商事会社の所在地が移転
される場合，当該移転は，旧本店または旧所在地の裁判所に申請されなければ
ならない。
　　⑵　本店または所在地が旧本店または旧所在地の管轄外に移転される場合，前
記裁判所は職務上遅滞なく当該移転を新本店または新所在地の裁判所に伝えな
ければならない。（以下略）
23）　Preuß, a.a.O. (Fn. 18) §13 Rn. 11.
24）　商法典13d 条および13e 条は，以下の通りである。
　　13d 条　外国における所在地もしくは本店
　　⑴　個人商人もしくは法人の本店（Hauptniederlassung）または商事会社の所
在地（Sitz）が外国にある場合，国内の支店に関する申請，書類提出および登
記はすべてその管轄区域内に当該支店が存する裁判所でなされなければならな
い。
　　⑵　支店の設置の登記は当該支店の場所（Ort）および国内の営業所住所地
（Geschäftsanschrift）を含むものでなければならず，当該支店の商号が付加語
を伴うものであれば，その付加語も申請しなければならない。
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れる25）。外国の企業主の支店は，実際に当該支店で全ての業務が行われて
いる場合，すなわち，事実上の本店である場合でも支店として申請されな
ければならない26）。ドイツの登記裁判所は支店の登記について国際的に管
轄権を有するだけであり，外国の企業主体の登記について国際的な管轄権
がある訳ではない27）。
　　⑶　それ以外に，個人商人，商事会社もしくは株式会社，株式合資会社および
有限会社を除く法人であるものの申請，書類提出，登記，公示および登記すべ
き事実の変更について適用されるのは，外国法が別個のことを必要としない限
り，当該会社の所在地の本店または支店についての規定である。
　　13e 条　外国に所在地がある資本会社の支店
　　⑴　外国に所在地を有する株式会社および有限責任会社の支店については13d
条を補完して以下の規定が適用される。
　　⑵　株式会社の支店の設置は，取締役により，有限責任会社の支店の設置は，
業務執行者により，商業登記簿への登記のための申請がなされなければならな
い。当該申請に際し，当該会社それ自体の存在が証明されなければならない。
当該申請は，国内の営業の住所地および支店の目的を含むものでなければなら
ない。それと並んで，国内に住所を有する，当該会社への意思表示および送達
の受領権限を有する者が，商業登記簿への登記について申請されることができ
る。右受領権限なきことが第三者に知られていたのでなければ，右受領権限
は，それが商業登記簿で抹消され，当該抹消が公示されるまで，第三者に対し
て継続するものとされる。さらに申請に記載されるべき事項は以下の通りであ
る。
　　 ₁ 　会社が登簿される登記簿および当該会社がその所在地を有する国の法が登
記を定めている限りにおいて，登記申請番号
　　 ₂ 　当該会社の法形式
　　 ₃ 　その権限を表示したうえで，支店の活動に関する継続的代理人として会社
を裁判上および裁判外で代理する権限を有する者
　　 ₄ 　会社が EU の加盟国または欧州経済地域加盟国の法に支えられていない場
合には，当該会社が基礎を置く法
25）　Preuß, a.a.O. (Fn. 18), §13 Rn. 13.
26）　Preuß, a.a.O. (Fn. 18), §13 Rn. 21, §13d Rn. 21.
27）　Preuß, a.a.O. (Fn. 18), §13 Rn. 21, §13d Rn. 21.
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⑶　保証有限責任私会社
　保証有限責任会社（Company Limited by guarantee）とは，イギリス法
上，社員の責任が，定款によって，会社が清算するときに当該会社の財産
に対して彼らが献ずることを引受ける額に限定されている場合である（イ
ギリス会社法 ₃ 条 ₃ 項）。なお，1948年イギリス会社法は，株式資本をも
たない保証有限責任会社と株式資本を有する保証有限責任会社（Company 
limited by guarantee and having a share capital）の二つの類型を認めてい
たが，後者は，後述の通り，現行法では設立を認められていない（イギリ
ス会社法 ₅ 条）。
　上級地方裁判所の決定で述べられているように（前記 ₂ ．⑵ ⒝）イギ
リス会社法は，公開会社と私会社とを区別している。そして，イギリス会
社法 ₄ 条 ₁ 項では「私会社でない会社が公開会社である」とされ，同条 ₂
項では「株式有限責任会社または株式資本を有する保証有限責任会社」
は，公開会社の要件の一つを充たすとされているが，後者は，イギリス会
社法 ₅ 条 ₁ ・ ₂ 項により，a）イギリス本国（Great Britain）では1980年12
月22日，b）北アイルランド（Northern Ireland）では1983年 ₇ 月 ₁ 日以降，
設立できないとされている。また，公開会社については，株式資本の最低
額が定められている（イギリス会社法761条，同法763条 ₁ 項 a）によれば
50000ポンド）。そこで，本件のような株式資本を伴わない保証有限責任会
社は，結果的に，私会社に分類され，「保証有限責任私会社」とされるこ
とになる。
　保証有限責任会社は，株式有限責任会社と同様，二つの特性を有してい
る。双方において，会社は法人格を有している。更に，双方において，社
員の責任は限定されている。すなわち，株式有限責任会社の場合は，各株
主が保有する株式の券面額に限定され，保証有限責任会社の場合は，社員
が引き受ける保証金額に限定される。
　法律上，この二つの会社類型の区別は，株式有限責任会社においては社
員（＝株主）の責任が，会社の存続中何時でも履行可能であるのに対し
て，保証有限責任会社においては，会社の清算の開始の後に初めて履行さ
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れるべきものとされ，その場合でも一定の条件に服するものとされる点に
ある（イギリス会社法11条参照）28）。
　それ故，保証有限責任会社は，その運転資本（working capital）を社員
から獲得しようとしないことから，それに適している事業は，社員からの
資本供給を必要としないかあるいは他の源泉，すなわち，基金や料金，負
担金，寄付金または募金のようなものから資本を供給できるものである。
公開会社が最低資本の要求を充たさなければならないことから，保証会社
は，現在のところ，常に私会社でなければならない。それが通常の事業目
的のための組織形態としては不適切であることは明らかであるが，それ以
外の目的を追及している相当数の団体は自らこの種の会社形態を利用して
いる。例えば，特定の事業分野で活動する複数の会社によって設立される
職業身分団体，職業団体，研究団体，情報の相互化のためや，様々な種類
の生産物のプールおよび産出（実現）のためまたは海上危険に対する保険
のような相互保険のための団体等である29）。
4．研　　　究
⑴　ドイツの社団との比較
　前記 ₂ ．⑴の通り，原決定を行った登記裁判所が，イギリスの私会社の
一形態として制度化されている保証有限責任私会社について，ドイツの商
28）　Palmerʼs Company Law, 2.012. 保証のもとでの責任が具体化されるのは，会
社が清算となった場合だけである。責任を負う者は，清算が開始されたときに
おける会社の構成員（社員）および右時点前一年以内に構成員を辞した者であ
る（イギリス会社法11条 ₃ 項）（id. 2.017）。イギリス会社法研究会「イギリス
2006年会社法⑴」（注7）比較法学41巻 ₂ 号369─370頁［川島］参照。
29）　Palmerʼs Company Law, id, 2.013. この点で，London School of Economics and 
Political Science, The College of Law, Consumersʼ Association や，イギリス国内
の鉄道網の営業について責任を有している，Network Rail のような事業が，保
証有限責任会社の利用例として掲げられている（Levedag, in: Süß/Wachter, 
Handbuch des internationalen GmbH-Rechts, 3. Aufl. 2016, S. 677f., Rz. 15.）。
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業登記簿への登記を認めなかった理由として掲げたことは，①保証有限責
任私会社には何ら基本資本は形成されていないこと，②社員は支払不能の
場合に一定額の限度で責任があるにしか過ぎないこと，③利益は準備金に
算入されるが，資本は問題とならないこと，である。このことから登記裁
判所によれば，④保証有限責任私会社は，ドイツの社団（Verein）のよう
な，利益に振り向けられていない事業の場合に適用される一つの特別な法
形式であると解され30），本件申請は，商業登記簿への登記ではなく，社団
登記簿への登記としてなされるべきものとしたのである。
　前記①～③の理由については，前記 ₃ ．⑶で指摘したように，イギリス
法上，保証有限責任私会社は，会社設立段階における株式を通じた資本調
達を要求されておらず，また利益の全部または一部が資本に組み入れられ
る訳でもない。この点で，登記裁判所の①・③に係る理由付けは，イギリ
スの保証有限責任私会社に対する評価として論ずる限り，誤っている訳で
はない。ただ，④の点について，別の見方をすれば，保証有限責任私会社
には，会社の清算段階で債権者のために履行すべき責任の源資として（少
額であるけれど）株式有限責任私会社における資本に相当する保証資産
（guarantee fund）が存在しているということも出来る31）。つまり，保証
は，会社の清算に際して会社債権者が入手できる資金を表しているという
点で，会社における株式の見返りとして株主によって提供される対価に相
当するものである32）。この点で，保証有限責任私会社における保証資産
は，株式有限責任私会社における資本と同様の機能を有するものといえ
る。勿論，社員が負う責任が制限されているという点では，両社に共通す
る部分がある。このように保証有限責任私会社の清算ないし支払不能の場
合に会社の債務に対して限られた範囲で責任を負う社員の責任という観点
からすれば，会社債権者のために，場合によっては，既に破綻している
（abgewirtschaftet）株式有限責任私会社の場合よりも，保証有限責任私会
30）　AG Chemnitz, a.a.O. (Fn. 3), OLG Dresden 17. Zivilsenat, a.a.O. (Fn. 1), Rn. 5.
31）　Levedag, a.a.O. (Fn. 29), S. 678, Rn. 15. .
32）　Palmerʼs Company Law, supra note 28, 2.015.
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社の方が，その時点まで固定されたより多くの責任財産が用立てられてい
ると考えることも出来る33）。
　前記④の点について，ドイツ法上，その目的が経済的事業経営（wirt-
schaftlicher Geschäftsbetrieb）に向けられていない社団は，非経済的社団
（nichtwirtschaftlicher Verein）であり，公益社団（Idealverein）であると
されている34）。すなわち，公益社団とは，公益，福祉，社会，学問または
文化的目的を追求する団体である35）。民法典草案による以上のような公益
社団の意義付けは，法文に受け容れられなかった36）。登記能力は，そのよ
うな公益社団のみならず，他の非経済的社団にも認められる37）。非経済的
社団の概念は，公益社団のそれよりも広いものである38）。前記の登記能力
に関し，民法典21条によれば，その目的が経済的な事業経営に向けられて
いない社団であっても，社団登記簿に登記をすれば，当該社団は権利能力
を獲得することになる39）。
　このように，その目的が経済的事業経営に向けられているか否かが，経
済的社団（wirtschaftlicher Verein）と非経済的社団との相違となっている。
この意味における経済的事業経営とはドイツ法上どのように理解されてい
るのかが問題となるが，近時の判決・学説によれば，社団の「市場におけ
る計画的かつ継続的な企業的態度」であり，それは「規則的な有償活動を
伴う経済的な売り上げプロセスに入り込むこと」によってなされるものと
33）　Heckschen/Strnad, Die Private Company Limited by guarantee im deutschen 
Rechtsverkehr- Zugleich Anmerkungen zu der Entscheidung des OLG Dresden 
vom 25. 1. 2016 ─ 17W21/16-, GmbHR 2016, S. 469, S. 473.
34）　Reichert, Handbuch Vereins- und Verbandsrecht, 13. Aufl. S. 7, Rn. 35.
35）　Reichert, a.a.O. (Fn. 34), S. 25, Rn. 122.
36）　Entwürfe II-§23 Abs.1 und II rev. - §32 Abs.1-, vgl. Reichert, a.a.O. (Fn. 34), S. 
25, Rn. 122.
37）　Reichert, a.a.O. (Fn. 34), S. 25, Rn. 122..
38）　Reichert, a.a.O. (Fn. 34), S. 25f. Rn. 122.
39）　Reichert, a.a.O. (Fn. 34), S. 25, Rn. 117.
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されている40）。
　本件で問題とされたイギリスの保証有限責任私会社の（イギリスの定款
で掲げられた）事業目的は「経済，文化，学問，教育，宗教，福祉もしく
は商工業の推進または調整および事業目的の達成のために有用かつ有効な
（役立つ）あらゆる活動」であった（前記 ₃ ．⑴）。この限りで，右保証有限
責任会社について，ドイツ法上比較可能な法形式として「社団」が選択さ
れる可能性もない訳ではない。そのことを前提として，本件で登記申請を
しているドイツにおける支店の事業目的が「自己ブランドの自転車，自転
車部品，自転車アクセサリィ，衣服，スポーツ用品，自転車修理に係る小
売業」であることから，登記裁判所によれば，その目的は事業経営に向け
られており，イギリスの会社法の規定は潜脱されてしまうとされている。
　これに対して，上級地方裁判所は，本件で，本店の事業目的つまりイギ
リスの定款上の事業目的は変更されておらず，このような事業目的を有す
る保証有限責任私会社が当裁判所の判断からして，資本会社に組み入れら
れている以上，もはや潜脱について論ずる必要はないとされる。
　ここで注意しなければならないことは，登記裁判所の所論で，本件申請
を拒絶した理由として述べられていることのうち，イギリスの保証有限責
任私会社が，その事業目的について，多くがドイツの非経済的社団と重な
り合っていることが強調されているとしても，イギリス法で保証有限責任
私会社の事業目的を法律上非経済的なものに限定している訳ではないとい
う点である。それは，むしろ結果的にそうなっていると言わざるを得な
い。すなわち，前述のように，保証有限責任私会社では，設立ないし事業
活動の受け容れ時点で資本調達がなされるわけではない。そこで，当該会
社の活動範囲は必然的に限定されてしまい，保証有限責任私会社は，圧倒
的に，非経済的，公益的および教育的目的を追求するために，法形式とし
て選択されているということになる41）。しかし，逆に，保証有限責任私会
40）　Sauter/Schweyer/Waldner, Der eingetragene Verein, 20. Aufl. S. 28, Rn. 43.
41）　Heckschen=Strnad, a.a.O. (Fn. 33), S. 473.
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社であれば，直ちにドイツの非経済的社団と同視される訳ではない。この
点で登記裁判所は（上級地方裁判所によって引用されている限りで），単
に「社団（Verein）」とのみ述べており，それが経済的社団も含む意味で
論じられているようにも読むことが出来るが，登記裁判所はその表現に続
いて「利益に振り向けられていない事業」と述べているので（前記 ₂ ．
⑴），やはりそこでは非経済的社団を意識したものと解される。その限り
で，やはり保証有限責任会社との接続を直ちに認めることは出来ない42）。
従って，この点では，登記裁判所の所論に賛成することは出来ない。
⑵　ドイツの有限会社および有限責任事業会社との比較
　前記 ₃ ．⑵ ⒡では，上級地方裁判所が，本件の保証有限責任私会社を
含むイギリスの有限責任私会社（Private Limited Company）とドイツの有
限会社との比較を行い，登記裁判所の所論とは異なり，保証有限責任会社
と株式有限責任会社との類似性や，この両者から成る有限責任私会社とド
イツの有限会社との類似性を強調している。しかし，この点で以下の問題
点を指摘しておきたい。
　まず，上級地方裁判所によれば，イギリスの保証有限責任会社が，株式
有限責任会社とは異なり，基本資本を前提とせず，社員の保証責任も低額
（本件では ₁ ポンド）で済む点については，株式有限責任会社についても，
₁ ペニーでの設立が可能であり，また出資の価格維持のコントロールも柔
42）　この点，イギリス法上から見ても，例えば，コミュニティ利益会社（Com-
munity Interest Company: CIC）は，非営利なチャリティを行う団体として，
株式有限責任会社や保証有限責任会社の形式を利用することがあり，それに関
する規定は，イギリス会社法上にも存する（2004年（Companies (Audit, Inves-
tigations and Community Enterprise) Act 2004 Part2）法第 ₂ 編，2006年法 ₆ 条
（イギリス会社法研究会，前掲（注28）366頁［川島］）），しかし，そうである
からと言って，コミュニティ利益会社の事業目的が法形式としての保証有限責
任会社として可能な事業目的にすべて一致する訳ではない。コミュニティ利益
会社ではない保証有限責任会社の活動領域を考えても，保証有限責任会社はよ
り広範である。
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軟であることから，イギリス法の範囲内で，両者にあまり違いはないとさ
れる。また，イギリスの有限責任私会社について，会社債権者保護のため
の担保的機能が十分でないと考えられる点は，ドイツの有限会社法上で制
度化されている有限責任事業会社についても， ₁ ユーロでの設定が認めら
れることから43），結果的に，イギリスとドイツでそれほどの相違は無いと
する。この点，ドイツ有限会社法上，最小の資本を伴う有限責任事業会社
が制度化されている以上，イギリスの有限責任私会社について，株式の引
受け価額や保証金額が低いことを以て，その会社の登記を拒絶する理由と
することは出来ないとして，上級地方裁判所の所論を支持することも出来
よう44）。
　しかし，ドイツの有限責任事業会社は，あくまでも通常の有限会社に至
る前段階としての位置付けがあることや45），現物出資の禁止46）などの規制
43）　ドイツの有限責任事業会社には，特則規定としてのドイツ有限会社法5a 条
各項が適用される。同条 ₁ 項は「同法 ₅ 条 ₁ 項による最低基本資本額を下回る
基本資本をもって設立される会社」と定めている。しかし，右特則以外は，通
常の有限会社法の規定が適用される。従って，有限会社法 ₅ 条第 ₂ ・ ₃ 項が有
限責任事業会社にも適用される。すなわち，有限会社法 ₅ 条 ₂ 項 ₁ 文は，持分
の額は完全なユーロでなければならないとしている。また，同 ₃ 項は，個別持
分の額は様々に定めることができるとしている。従って，有限責任事業会社に
ついて可能とされる最低限の最低資本額は ₁ ユーロということになる（Füller, 
in: Ensthaler/Füller/Schmidt, Kommentar zum GmbH-Gesetz, 2. Aufl. S. 103 （Rn. 
7），丸山秀平・ドイツ有限責任事業会社（UG）7頁）。
44）　Vgl. Heckschen=Strnad, a.a.O. (Fn. 33), S. 473.
45）　例えば，ドイツ有限会社法5a 条 ₃ 項では，有限責任事業会社は，年次貸借
対照表において法定準備金（gesetzliche Rücklage）を積み立てなければなら
ないとされているが，このことも，有限責任事業会社が段階的に通常の有限会
社に移行するための手段であると考えることが出来る（丸山，前掲書（注42），
11・17頁参照）。
46）　ドイツ有限会社法5a 条 ₂ 項 ₁ 文により有限責任事業会社は，金銭出資が全
額提供された場合に初めて商業登記簿への登記の申請を行うべきものとされて
いる。また，出資は，金銭に限定されており，現物出資をなすことはできない
（有限会社法5a 条 ₂ 項 ₂ 文）有限会社法5a 条 ₂ 項 ₁ 文により有限責任事業会社
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がある点など，債権者保護のための担保的機能はイギリスの場合よりも厳
格である点を強調すれば，直ちに上級地方裁判所の所論に賛成することも
できない。
　また，イギリスの会社法を，ドイツの会社法と比較した場合，それぞれ
に適用される国家法について，周知の通り，ドイツでは，株式会社と有限
会社では別の法律で規制されているのに対し，イギリスの公開会社と私会
社は同じ法律で規制されている。更に，イギリスでは，有限責任私会社
（Ltd.）を利用する企業の規模は多様であり，小規模な営業から中規模事
業を超えて大規模な事業や，ヨーロッパ規模の事業を国際的に展開してい
るコンツェルンを傘下に入れている持株会社にまで達しているのに対し，
ドイツにおいては同様の形式は，その殆どが，小規模事業やスタートアッ
プ，合資会社との合弁事業（Ltd. & Co. KG）として使われているとの指
摘47）もある。この点から，同じ法形式であっても，国によって用途が異な
り，それぞれ利用する国毎に，当該法形式を異なるイメージで位置付けて
いる場合があり得ることにも注意すべきであろう。
⑶　今後の法状況の変化
　本稿で取り扱った問題に絡んで，今後ドイツにとって注視しなければな
らないことは，イギリスの EU 離脱（いわゆる “Brexit”）が実施された場
合の有限責任私会社の取扱いである。これは，二つの面がある。一つは，
既にドイツの商業登記簿に登記されている有限責任私会社の取り扱いの問
題であり，いま一つは，EU 離脱後に，イギリスの有限責任私会社がドイ
ツに登記を求めてくる場合に，従前と同様の規定によって登記を受容でき
るかという問題である。
は，金銭出資が全額提供された場合に初めて商業登記簿への登記の申請を行う
べきものとされている。また，出資は，金銭に限定されており，現物出資をな
すことは出来ない（有限会社法5a 条 ₂ 項 ₂ 文）（丸山，前掲書（注41），₈ 頁）。
47）　Thaller, Die deutsche GmbH und die britische Private Limited Company im 
Vergleich aus Sicht des deutschen Rechtsanwenders, S. 54f.
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　ここで，ドイツの有限会社と比較し得るイギリスの有限責任私会社と並
んで，ドイツの有限責任人的会社と比較し得るイギリスの有限責任組合
（Limited Liability Partnership (LLP)）について前記の問題を取り扱ってい
る文献を以下に紹介したい。
　すなわち，まず前者の問題について「イギリスの離脱の場合の Ltd. お
よび LLP の認知は，EU 加盟国がどのような基盤に基づいてイギリスとの
関係を継続するかにかかっている。イギリスが欧州経済地域（EWR）の
条約加盟国となる場合，ドイツに定住する Ltd. および LLP は害されるこ
とはない。しかしながらイギリスが欧州経済地域の条約加盟国とはならな
い場合には，Ltd. および LLP という法形式が認知されたままに置かれる
のは，同様の条約（協定）がイギリスとの間に締結される場合だけであ
る。それに伴い関係企業に提示される問題は，既存の Ltd. または LLP は，
イギリスとの間の条約（協定）がなくてもドイツ内で一種の現状の保護を
求めることが出来るか否かということである。何故なら，そうでなけれ
ば，民法上の組合やまたは合名会社への強制的な転換を強いられることに
なるからである。この問題に対する答えは，イギリス国民のための居住移
転の自由という現状に対する信頼が全く一般的に保護されるのかどの範囲
で保護されるのかにかかっている。既存の Ltd. および LLP の継続的認知
について云えば，それは，一度行われた処分および法律行為（ここでは，
ドイツ内での Ltd. または LLP の戧業）の効果は，法状況の変更によって
再度取り消すことは出来ないという我々の法秩序の基本原理に属するもの
である」とされている48）。
　続いて，後者の問題については，スイス法との関係が論じられている。
すなわち，「スイス法上の会社がその管理本拠（Verwaltungssitz）をドイ
ツに移転した場合，当該会社にはドイツにおける認知は拒否される。何故
ならば，連邦最高裁の判例によれば，スイスとの関係で適用されるのは依
48）　Bode=Bron, Brexit als Risiko für die Anerkennung von Limited und LLP?, 
GmbHR 2016R129.
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然として本拠地法説（Sitzthorie）であり49），同説によれば，ある会社の
法的地位は，当該会社の事実上の管理本拠で適用される法による。外国法
によって組織化された責任制限を伴う会社はドイツ法がそれに比較できる
国内の法形式に求める条件を充たしていないので，その管理本拠をドイツ
に移転する第三国の会社は， ドイツの法秩序により通例民法上の組合
（GbR）もしくは合名会社（OHG）と見なされ，その結果，その社員に対
して妥当するのは会社債権者に対する無限責任ということになる。英国の
離脱の場合の Ltd. または LLP の認知は，EU 加盟国がどのような基盤に
基づいて英国との関係を継続するかにかかっている。」とされる50）。後者
の問題については，「管理本拠」の移転について論じているものの，「事実
上の管理本拠」について適用される法が問題となる限り，本稿で取り扱っ
た「事実上の本店」を支店として登記する場合にも妥当するものと思われ
る。その限りで，イギリスの EU 離脱後のドイツとの関係が変化すれば，
49）　BGH v. 27. 10. 2008 ─ II ZR 158/06 ─ Trabrennbahn, GmbHR 2008, 138). 同事
案は，スイス法上の株式会社である原告が，被告に対して賃貸借契約の解約に
基づく土地の返還請求や賃料の支払い等を求めたものであるが，当事者間に賃
貸借契約が存していたか，また同契約が有効に解除されたかが問題となった。
地裁は，原告の賃料請求の一部を認容した。両当事者からの控訴に基づいて，
上級地方裁判所は，賃料の実額の支払を認め，その他の請求は破棄した（OLG 
Hamm ZIP 2006, 1822）。上告審では，原告がスイス法上の会社であるが，その
管理本拠がドイツにあるという点でから，原告のドイツにおける権利能力およ
び訴訟能力の有無に関し，設立準拠法説（Gründungsthorie）のスイスに対す
る適用の可否が問題となった。連邦最高裁は，スイスで設立され，ドイツに管
理本拠を有する株式会社は， ドイツにおいては， 権利能力ある人的会社
（rechtsfähige Personengesellschaft）として取り扱われるべきであると判示し
た。すなわち，EU の構成国でもなく，EWR 条約も批准していないスイスに
ついて適用されるのは，ヨーロッパ法上の居住移転の自由の原理が適用されな
い外国会社の権利能力に関する一般規制であり（Rn. 20），ドイツにおいては，
ドイツの登記簿への登記を要しない，合名会社」（OHG）や民法上の組合のよ
うなドイツ法上の権利能力ある人的会社として取り扱われるべきものであると
された（Rn. 23）。
50）　Bode=Bron, a.a.O (Fn. 48).
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支店としての登記であっても従前とは異なった取扱いになることが予想さ
れる。いずれにせよ，この点は法状況の変化を継続的に見守る必要があ
る。
 （2017年 ₄ 月30日稿）
